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2015年の急性弛緩性麻痺症例の集団発生
●2014年に北米、2015年には日本において、エンテロウイルスD68の流行に
一致して、小児を中心に急性弛緩性麻痺（acute flaccid paralysis: 
AFP）症状を有する患者が複数報告され、急性弛緩性脊髄炎（acute 
flaccid myelitis: AFM）の名称が提唱された

●2015年に日本でAFP症例が多発した当時、日本ではAFPサーベイランス
が実施されていなかったため、感染症法に基づく積極的疫学調査の一環で全
国調査（一次調査）が実施され、その後、厚生労働科学研究班（研究代
表者:多屋馨子）による症例の詳細な臨床・疫学調査（二次調査）が実
施された



ポリオはPHEIC該当疾患

• WHOは2014年5月に、ポリオウイルスの国際的な広がりが、「国際的に
懸念される公衆衛生上の緊急事態（Public Health Emergency 
of International Concern:PHEIC)」であると宣言しており、現在も
ポリオはPHEICに該当されたままである

• WHOはポリオ対策の観点から、各国で15歳未満のAFPを把握し、ポリ
オでないことを確認することを求めている

• WHO加盟国のうち90％以上の国でAFPの動向調査が実施されている



https://apps.who.int/iris/handle/10665/338522



●WHO西太平洋地域事務局（WPRO）では日本のみがAFPサーベイランスが実施されていない国であった
●15歳未満の小児人口から推計すると、ギラン・バレー症候群（GBS）を含めて年間150～160例のAFP症例
が日本で発生することが推定されている



日本では2018年4月まで
AFPサーベイランスがなかった

• 日本では、2012年まではポリオの定期接種に生ワクチンが使用されてお
り、AFPを発症した患者には当然にポリオであるか否かの検査が行われて
いたと考えられることから、AFP を届出対象とする必要性は低く、AFP に
ついての動向調査は実施していなかった。

• 2012年のポリオの不活化ワクチン導入以降、ポリオの発生報告はなく、
日本では、ワクチン由来症例も含めてポリオが根絶され、患者発生の可
能性が極めて低くなったことから、今後 AFP 発症者に対しポリオ検査が
行われなくなってくる可能性がある。そのため、何らかの対応により、引き
続き、AFP 発症者についてポリオでないことを確認していく必要がある。

第23回厚生科学審議会感染症部会資料より抜粋（2017年12月15日実施）
https://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-10601000-Daijinkanboukouseikagakuka-Kouseikagakuka/siryou2_6.pdf



日本でのAFPサーベイランス開始
2018年5月1日～

●EVD68などによるAFP症例の集団発生が今後も発生する可能性があり、
AFP症例の早期探知と疫学情報を把握する必要性が指摘されるようになった
●従来から世界保健機関（World Health Organization: WHO）より求
められていたポリオ対策として

⇒2018年5月1日から、急性弛緩性麻痺（急性灰白髄炎を除く）
が感染症発生動向調査の5類感染症全数把握疾患に追加



【感染症発生動向調査】
急性弛緩性麻痺（急性灰白髄炎を除く。）

1) 定義
ウイルスなどの種々の病原体の感染により弛緩性の運動麻痺症状を呈する感染症
2) 臨床的特徴
多くは何らかの先行感染を伴い、手足や呼吸筋などに筋緊張の低下、筋力低下、深部腱反射の
減弱ないし消失、筋萎縮などの急性の弛緩性の運動麻痺症状を呈する
3) 届出基準
臨床的特徴を有する者または死体を診断・検案した結果、症状や所見から急性弛緩性麻痺が
疑われ、かつ、以下の届出に必要な要件を満たすと診断した場合、医師は7日以内に管轄の保
健所に届出を行わなければならない
ア. 15歳未満
イ. 急性の弛緩性の運動麻痺症状を伴って死亡した者、又は当該症状が24時間以上消失しなかった者
ウ. 明らかに感染性でない血管障害、腫瘍、外傷、代謝障害などでないこと、及び痙性麻痺でないこと



AFPサーベイランス開始後の課題①
●WHOは、ポリオ以外の原因によるAFPの罹患率が15歳未満の小児10万人あたり
年間1人と推測しており、この発生頻度をAFPサーベイランスの感度を評価する指標とし
て推奨している

・日本の小児人口から推定したAFP推定報告数は150～160人
⇒感染症発生動向調査に報告された各年（診断週）のAFP報告数
2018年:141例, 2019年:78例, 2020年:34例, 2021年:23例（暫定値 ）

・ポリオ除外例は約7％で、90％以上が保留例であった（2019年12月時点）

⇒ポリオウイルス検査の結果や臨床検体情報が届出様式に含まれておらず、地方衛生
研究所等で実施された検出病原体の結果を記載することも必須ではなかった
⇒ポリオウイルスが否定されていること確認するための情報を把握する仕組みが必要



AFPサーベイランス開始後の課題②

●2018年5月1日～2019年11月17日に感染症発生動向調査に報告され
たAFP症例のほとんどが地方衛生研究所、感染研、大学などで何らかの病原
体検索が実施されていた

・AFPに関連するポリオウイルス、エンテロウイルスA71は髄液からの検出は困難
で、便検体等からの検出率が高い
・EVD68も髄液からの検出は困難で、急性期の呼吸器由来検体からの検出
率が高い

・WHOの基準では、麻痺発症14日以内に24時間以上あけて2回の便検体で
ポリオウイルス検査を実施することが求められている



令和3年（2021年）9月30日

AFPサーベイランスにおける
発生届の改訂

血液、髄液、呼吸器由来検体、
便検査1回目、便検査2回目
その他、を記載項目に追加



病原体検査を実施された、
1.検体
2.その検体の採取日
3.検査結果

検体については、
血液、髄液、呼吸器由来検体
便検査1回目と2回目
その他













●WPROで日本のみがAFPサーベイランスが実施されていない国であった⇒2018年5月から開始
●ポリオウイルス検査の徹底とその結果の把握をきちんと行うことで、他国と同等のAFPおよびポリオの発生状況の
報告が行えるようになると期待される



現在の状況とお願い
●AFPサーベイランスに届けられている症例数は、小児人口から推定されたAFP
数よりも少ない状況
●届出遅れのため急性期の適切な便検体が採取できず、適切にポリオウイルス
検査が実施できないケースがある

●今後も引き続き関係機関、管轄医療機関へ以下の周知をお願い致します
・ギラン･バレー症候群を含めて、AFPは全数把握疾患であり、7日以内に管轄
の保健所に届出する義務があること
・呼吸器検体を含む急性期検体（4点セット:24時間以上あけて便2回、呼
吸器由来検体、血液、髄液）を採取すること
・全例の便（24時間以上あけて2回）について、ポリオウイルスの分離検査が
WHOから求められていること
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